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(施設建築物等新築工事) 

立石駅北口地区第一種市街地再開発事業 施設建築物等新築工事 

工事請負契約約款 
 

第１条  目的 

（１）発注者（以下「甲」という。）と請負者（以下「乙」という。）とは、おのおの対等な立

場において、日本国の法令を遵守して、互いに協力し、信義を守り、本契約ならびに添付の

設計図および仕様書（以下これらを「設計図書」といい、現場説明書およびその質問回答書

を含む。）にもとづいて、誠実に本契約（その内容を変更した場合を含む。以下同じ）を履

行する。 

（２）本契約に基づいて、乙は、工事を完成して本契約の目的物を甲に引渡すものとし、甲は、

その請負代金の支払を完了する。 

（３）監理者（以下「丙」という。）は、本契約が円滑に遂行されるように協力する。 

 

第２条  注意義務等 

（協議中） 

 

第３条  工事用地など 

甲は、敷地および設計図書において甲が提供するものと定められた施工上必要な土地（以下両

者をあわせて「工事用地」という。）などを、施工上必要と認められる日（設計図書に別段の定

めがあるときはその定められた日）までに確保し、乙の使用に供する。 

 

第４条  関連工事の調整 

甲または甲の委任をうけた丙は、甲の発注にかかる第三者の施工する他の工事が乙の施工す

る工事と密接に関連する場合において、必要があるときは、それらの施工につき、調整を行うも

のとする。この場合において、乙は、甲または丙の調整に従い、第三者の施工が円滑に進捗し、

完成するよう協力しなければならない。 

 

第５条  請負代金内訳書・工程表 

（１）乙は、本契約を結んだのちすみやかに請負代金内訳書（以下「内訳書」という。）および

工程表を、丙に提出してその承認をうける。 

（２）乙は、請負代金内訳書に、健康保険、厚生年金保険および雇用保険に係る法定福利費を明

示するものとする。 

 

第６条  一括下請負・一括委任の禁止 

乙は、工事の全部、その主たる部分または他の部分から独立して機能を発揮する工作物の工事

を一括して、第三者に請け負わせることまたは委任することはできない。 

 

第７条  権利・義務の譲渡などの禁止 

（１）甲および乙は、相手方の書面による承諾を得なければ、本契約から生ずる権利または義務

を、第三者に譲渡することまたは承継させることはできない。 

（２）乙は、本契約から生じる請負代金債権に質権を設定してはならない。 

（３）甲および乙は、相手方の書面による承諾を得なければ、本契約の目的物、検査済の工事
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材料、建築設備の機器（製造工場などにある製品を含む。以下同じ。）を第三者に譲渡する

こともしくは貸与すること、または抵当権その他の担保の目的に供することはできない。 

 

第８条  特許権などの使用 

乙は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他日本国の法令に基づき保護される第三者の

権利（以下「特許権など」という。）の対象となっている工事材料、建築設備の機器または施工

方法などを使用するときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

ただし、甲がその工事材料、建築設備の機器または施工方法などを指定した場合において、設計

図書に特許権などの対象である旨の明示がなく、かつ、乙がその存在を知らなかったときは、甲

は、乙がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

第９条  監理者 

（１）丙は、甲の委任を受けて、本契約に別段の定めのあるほか、次のことを行う。ただし、重

要な事項については事前に甲の確認を得るものとする。 

ａ 設計意図を正確に伝えるため、乙と打ち合せ、必要に応じ説明図などを作成し、乙に

交付すること。 

ｂ 設計図書に基づいて作成した詳細図などを、工程表に基づき乙が工事を円滑に遂行

するため必要な時期に、乙に交付すること。 

ｃ 乙の提出する施工計画を検討し、助言すること。 

ｄ 乙の作成する施工図（現寸図、工作図などをいう。以下同じ。）、模型などを検討し、

承認すること。 

ｅ 設計図書の定めるところにより、施工について指示し、施工に立ち会い、工事材料、

建築設備の機器および仕上見本などを検査または検討し、承認すること。 

ｆ 工事の内容が、設計図、説明図、詳細図、施工図（以下これらを「図面」という。）、

仕様書などを包括する本契約に合致していることを確認すること。 

ｇ 乙の提出する出来高払または完成払の請求書を技術的に審査し、甲に提出すること。 

ｈ 工事の内容・工期または請負代金額の変更に関する書類を技術的に審査し、甲に提出

すること。 

ｉ 工事の完成を確認し、契約の目的物の引渡に立ち会うこと。 

ｊ 第４条に定める関連工事の調整を行うこと。 

（２）甲は、本条（１）と異なることを丙に委任したときは、書面をもって乙に通知する。 

（３）乙が本契約に基づく指示、検査、試験、立会、確認、審査、承認、意見、協議などを求め

たときは、丙は、すみやかにこれに応ずる。 

（４）甲および乙は、本契約に定める事項を除き、工事について甲および乙間で通知または協議

を行う場合は、原則として、通知は丙を通じて、協議は丙を参加させて行う。 

（５）丙は、甲の承諾を得て全部または一部の監理業務を代理して行う監理者または現場常駐監

理者をおくときは、書面をもってその氏名と担当業務を乙に通知する。 

（６）丙の乙に対する指示、確認、承認などは原則として書面による。 

 

第１０条  現場代理人・監理技術者など 

（１）乙は、現場代理人および工事現場における施工の技術上の管理をつかさどる監理技術者ま

たは主任技術者ならびに専門技術者（建設業法第２６条の２に規定する技術者をいう。以下

同じ。）を定め、書面をもってその氏名を甲に通知する。なお、建設業法第26条3項ただし

書きに規定する、監理技術者を補佐する者（以下「監理技術者補佐」という。）を置く場合

も同様とする。 

（２）現場代理人は、工事現場における一切の事項を処理し、その責を負う。ただし、工事現場
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の取締、安全衛生、災害防止または就業時間など工事現場の運営に関する重要な事項につい

ては、丙に通知する。 

（３）現場代理人は、次に定める権限を除き、本契約に基づく乙の一切の権限を行使することが

できる。 

ａ 請負代金額の変更 

ｂ 工期の変更 

ｃ 請負代金の請求および受領 

ｄ 第１２条（１）の請求の受理 

ｅ 工事の中止、本契約の解除および損害賠償請求 

（４）乙は、本条（３）の規定にかかわらず、自己の有する権限のうち現場代理人に委任せず自

ら行使しようとするものがあるときは、あらかじめ、当該権限の内容を甲に通知しなければ

ならない。 

（５）主任技術者（または監理技術者もしくは監理技術者補佐）、専門技術者および現場代理人

は、これを兼ねることができる。 

 

第１１条  工事関係書類等の提出 

（１）乙は、甲が別に定める様式の工事関係書類を毎月一回甲に提出する。 

（２）乙は、本条（１）とは別に、甲が本契約の目的物につき所有者として表示登記を申請する

のに必要な書類および乙から甲への契約の目的物の引渡に関して甲が指示する書類・図書

等を、甲の指定する期日までに、甲に提出する。 

 

第１２条  工事関係者についての異議 

（１）甲は、乙の現場代理人、主任技術者、監理技術者、監理技術者補佐、専門技術者および従

業員ならびに下請負者およびその作業員のうちに、工事の施工または管理について著しく

適当でないと認めた者があるときは、乙に対して、その理由を明示した書面をもって、必要

な措置をとるべきことを求めることができる。 

（２）乙は、丙の業務を代理して行う監理者または現場常駐監理者の処置が著しく適当でないと

認めたときは、丙に対して、その理由を明示した書面をもって、必要な措置をとるべきこと

を求めることができる。 

（３）乙は、丙の処置が著しく適当でないと認められるときは、甲に対して異議を申し立てるこ

とができる。 

 

第１３条  工事材料・工事用機器など 

（協議中） 

 

第１４条  指定材料・支給材料等 

（１）甲が指定もしくは支給する工事材料、建築設備の機器（以下「支給材料」という。）また

は貸与品は、あらかじめ丙の検査または試験に合格したものとする。 

（２）乙は、本条（１）の検査または試験の結果について疑議のあるときは、甲に対して、理由

を付して、その再検査、再試験または支給材料の使用見直しを求めることができる。 

（３）乙は、支給材料または貸与品の引渡をうけたのち、これを使用することが適当でないと認

められる理由（本条（１）または（２）の検査または試験により発見することができないも

のおよびその発見が著しく困難であったものに限る。）のあるときは、ただちにその旨を丙

に通知し、その指示を求める。 

（４）支給材料または貸与品の受渡期日は工程表によるものとし、その受渡場所は、設計図書に

別段の定めのないときは工事現場とする。 
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（５）乙は、支給材料または貸与品について、善良な管理者としての注意をもって保管し、使用

する。 

（６）支給材料の使用方法または残材（有償支給材料の残材を除く。）の処置の方法は、設計図

書に別段の定めのないときは、丙の指示による。 

（７）不用となった支給材料（残材を含む。いずれも有償支給材料を除く。）または使用済の貸

与品の返還場所は、設計図書に別段の定めのないときは工事現場とする。 

 
第１５条  丙の立会、工事記録の整備 

（１）乙は、設計図書に丙の立会いのうえ施工することを定めた工事を施工するときは、丙に通

知する。 

（２）本条（１）のほか、乙が工事材料の調合および水中・地中の工事等完成後外から見ること

のできない工事を施工するときは、甲は丙に立会いを指示することができる。 

（３）乙は、甲の指示があったときは、工事写真などの記録を整備して甲に対して提出すること

を条件に丙の立会いなく施工することができる。 

 

第１６条  設計の疑義・条件の変更 

（協議中） 

 

第１７条  図面・仕様書に適合しない施工 

（協議中） 

 

第１８条  損害の防止 

（協議中） 

 

第１９条  第三者損害 

（協議中） 

 

第２０条  施工一般の損害 

（１）工事の完成引渡までに、本契約の目的物、工事材料、建築設備の機器、支給材料、貸与品、

その他施工一般について生じた損害は、乙の負担とし、工期は延長しない。 

（２）本条（１）の損害のうち、次の各号の一の場合に生じたものは、甲の負担とし、乙は甲に

対してその理由を明示して必要と認められる工期の延長を求めることができる。 

ａ 甲の都合によって、着手期日までに工事に着手できなかったとき、または甲が工事を

繰延べもしくは中止したとき。 

ｂ 支給材料または貸与品の受渡が遅れたため、乙が工事の手待または中止をしたとき。 

ｃ 前払または部分払が遅れたため、乙が工事に着手せずまたは工事を中止したとき。 

ｄ その他甲または丙の責に帰すべき事由によるとき。 

 

第２１条  不可抗力による損害 

（協議中） 

 

第２２条  損害保険 

（１）乙は、工事の施工中、工事の出来形部分と工事現場に搬入した工事材料または建築設備の

機器などに火災保険または建設工事保険を付し、その証券の写しを甲に提出する。設計図書

に定められたその他の損害保険についても同様とする。 

（２）乙は、本契約の目的物、工事材料または建築設備の機器などに本条（１）の規定による保

7



 

※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

険以外の保険を付したときは、すみやかにその旨を甲に通知する。 

 

第２３条  完成・検査 

（１）乙は、工事を完了したときは、設計図書に適合していることを確認して、丙に検査を求め、

丙は、すみやかにこれに応じて乙の立会のもとに検査を行う。 

（２）乙は、本条（１）の検査に合格したときは、甲に検査を求め、甲は、すみやかにこれに応

じて乙および丙の立会のもとに検査を行う。 

（３）乙は、本条（１）または（２）の検査に合格しないときは、乙は、甲の指定する期間内に、

修補または改造して甲および丙の検査を受ける。 

（４）乙は、甲の指定する期間内に、甲または丙の指示に従って仮設物の取払、あと片付などの

処置を行う。 

（５）本条（４）の処置が遅れている場合において、催告しても正当な理由がなくなお行われな

いときは、甲（甲が本項の業務を丙に委託した場合は丙）は、乙に代ってこれを行い、その

費用を乙に請求することができる。 

 

第２３条の２  法定検査 

（１）第２３条の規定にかかわらず、乙は、法定検査（建築基準法第７条から同法第７条の４ま

でに定められる検査その他設計図書に定める法令上必要とされる関係機関による検査のう

ち、甲が申請者となっているものをいう。以下同じ。）に先立つ適切な時期に、この工事の

内容が設計図書のとおりに実施されていることを確認して、甲に対し、検査の実施を申し入

れることができ、甲がこれを承諾した場合は、丙による検査を実施する。 

（２）本条（１）の検査に合格しないときは、乙は、甲の指定する期間内に修補または改造して、

甲および丙に対し、検査の実施を申し入れることができ、甲がこれを承諾した場合は、丙に

よる検査を実施する。 

（３）甲は、乙および丙の立会いのもと、法定検査を受ける。この場合において、乙は、必要な

協力をする。 

（４）法定検査に合格しないときは、乙は、修補、改造その他必要な処置を行い、その後につい

ては、本条（１）、（２）および（３）の規定を準用する。 

（５）本条（２）および（４）の規定にかかわらず、所定の検査に合格しなかった原因が乙の責

めに帰すことのできない事由によるときは、必要な処置内容につき、甲、乙および丙が協議

のうえ決定する。 

（６）乙は、甲に対し、本条（５）の協議で定められた処置の内容に応じて、その理由を明示し

て必要と認められる工期の延長または請負代金額の変更を申し入れることができ、甲がこ

れを承諾した場合は、工期の延長または請負代金額を変更する。 

 

第２３条の３  その他の検査 

（１）乙は、第２３条、第２３条の２および第２５条に定めるほか、設計図書に甲または丙の検

査を受けることが定められているときは、当該検査に先立って、工事の内容が設計図書のと

おりに実施されていることを確認して、甲または丙に通知し、甲または丙は、すみやかに乙

の立会いのもとに検査を行う。 

（２）本条（１）の検査に合格しないときは、乙は、すみやかに修補または改造して、甲および

丙に対し、検査の実施を申し入れることができ、甲および丙がこれを承諾した場合は、丙に

よる検査を実施する。 

 

第２４条  部分使用 

（１）工事中に本契約の目的物の一部を甲が使用する場合（以下「部分使用」という。）、契約
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書および設計図書の定めによる。契約書および設計図書に別段の定めのない場合、甲は、乙

および丙の書面による同意を得たうえで、使用することができる。 

（２）甲は、部分使用する場合、乙の指示に従って使用しなければならない。 

（３）甲は、本条（２）の指示に違反し、乙に損害を及ぼしたときは、その損害を賠償しなけれ

ばならない。 

（４）部分使用につき、法令に基づいて必要となる手続は、乙が行う。また、手続に要する費用

は、乙の負担とする。 

 

第２５条  部分引渡 

（１）工事の完成に先立って甲が本契約の目的物の一部引渡をうける場合（以下、この場合の引

渡を「部分引渡」といい、引渡をうける部分を「引渡部分」という。）については、契約書

および設計図書の定めによる。契約書および設計図書に別段の定めのない場合、甲は、乙お

よび丙の書面による同意を得たうえで、部分引渡をうけることができる。 

（２）乙は、引渡部分の工事が完了したとき、設計図書に適合していることを確認し、丙に検査

を求め、丙は、すみやかにこれに応じ、乙の立会いのもとに検査を行う。 

（３）乙は、本条（２）の検査に合格したときは、甲に検査を求め、甲は、すみやかにこれに応

じて乙および丙の立会いのもとに検査を行う。 

（４）乙は、本条（２）または（３）の検査に合格しないときは、乙は、甲の指定する期間内に、

修補・改造して甲および丙の検査を受ける。 

（５）引渡部分の工事が本条（３）または（４）の検査に合格したとき、乙は、甲の指示に従い

甲に引渡部分を引き渡し、甲は、本契約の定めに基づき、乙に引渡部分に相当する請負代金

額を支払う。 

（６）部分引渡につき、法令に基づいて必要となる手続は、乙が行う。また、手続に要する費用

は、乙の負担とする。 

 

第２６条  出来形部分の所有権の帰属 

（１）工事の出来形部分（以下「出来形部分」という。）の所有権は、出来形部分の状態、工事

の進捗、請負代金の支払いの有無にかかわらず、原始的に甲に帰属する。ただし、乙は、工

事が完成し、本契約の目的物全体の引渡しが完了するまでの間、本契約の規定に則り当然に

出来形部分を善良なる管理者の注意をもって管理する責任を負う。 

（２）本条（１）の出来形部分には、乙が工事現場に搬入した工事材料および建築設備の機器を

含める。 

 

第２７条  請求・支払・引渡 

（協議中） 

 

第２８条  契約不適合責任 

  （協議中） 

 

第２９条  工事の変更、工期の変更 

（１）甲は、必要によって、工事を追加しまたは変更することができる。 

（２）甲は、必要によって、乙に工期の変更を求めることができる。 

（３）甲は、工期の変更をするときは、変更後の工期を工事を施工するために通常必要と認めら

れる期間に比して著しく短い期間としてはならない。 

（４）乙は、本契約に別段の定めのあるほか、工事の追加・変更、不可抗力、関連工事の調整、

その他正当な理由があるときは、甲に対してその理由を明示して必要と認められる工期の
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延長を申し入れることができる。なお、工期の延長日数は、甲および乙が協議のうえ決定す

る。 

 

第３０条  請負代金額の変更 

（１）次の各号の一にあたるときは、甲および乙は、各相手方に対して、その理由を明示して、

必要と認められる請負代金額の変更を求めることができる。 

ａ 工事の追加または変更があったとき。 

ｂ 工期の変更があったとき。 

ｃ 第４条の関連工事の調整に従ったために、請負代金額に増減が生じたとき。 

ｄ 支給材料または貸与品について、品目、数量、受渡時期、受渡場所または返還場所の

変更があったとき。 

ｅ 契約期間内に予期することのできない法令の制定もしくは改廃または経済事情の激

変などによって、請負代金額が明らかに適当でないと認められるとき。 

ｆ 長期にわたる契約で、法令の制定・改廃、物価・賃金などの変動によって、甲が乙よ

り本請書を受領した時から１年を経過したのちの工事部分に対する請負代金相当額が

適当でないと認められるとき。 

ｇ 中止した工事または災害をうけた工事を続行する場合であって、請負代金額が明ら

かに適当でないと認められるとき。 

（２）請負代金額を変更するときは、原則として、丙の承認を受けた内訳書の単価によるものと

し、甲および乙が協議のうえ決定する。 

 

第３０条の２  物価・賃金の変動等による東街区に係る請負代金額の変更 

（１）前条（２）の規定に関わらず、同条（１）e又はfに掲げる場合における東街区に係る請負

代金額の変更の算定は、国土交通省スライド条項マニュアル（国土交通省大臣官房技術調査

課「工事請負契約書第25条第１項～第４項（全体スライド条項）運用マニュアル（暫定版）

（平成25年９月）」、「工事請負契約書第26条第５項（単品スライド条項）運用マニュアル

（案）（令和４年７月）」及び「賃金等の変動に対する工事請負契約書第25条第６項（イン

フレスライド条項）運用マニュアル（暫定版）（平成26年１月）」をいう。以下同じ。）に

準拠して行う。 

（２）本条（１）の場合において、国土交通省スライド条項マニュアル中「官積算額」とあるの

は、「甲が公共建築工事積算基準に準拠して作成し、国庫補助申請に関し国土交通省に提出

した工種別内訳書の額」と読み替えるものとする。 

 

第３０条の３  物価・賃金などの変動による西街区に係る請負代金額の変更 

西街区が第３０条（１）ｆに該当する場合、甲および乙は、相手方に対して、その理由を明示

するとともに、建設物価調査会の公表する指標等に基づき客観性、透明性をもって変動金額を算

出し、必要と認められる請負代金の変更を求めることができる。 

 

第３１条  履行遅滞・違約金 

（協議中） 

 

第３２条  甲の中止権・解除権 

（１）甲は、必要によって、書面により乙に対して通知して工事を中止しまたは本契約を解除す

ることができる。甲は、これによって生じる乙の損害を賠償する。 

（２）次の各号の一にあたるときは、甲は、書面により乙に対して通知して工事を中止しまたは

本契約を解除することができる。この場合、甲は、乙に損害の賠償を求めることができる。 
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ａ 乙が正当な理由なく、着手期日を過ぎても工事に着手しないとき。 

ｂ 工事が工程表より著しく遅れ、工期内または期限後相当期間内に、乙が工事を完成す

る見込みがないと認められるとき。 

ｃ 乙が第６条または第１７条（１）の規定に違反したとき。 

ｄ  乙が正当な理由なく、第３０条（２）に定める協議に応ぜず、甲が相当の期間を定め

て催告してもなお解決の誠意が認められないとき。 

e 乙が建設業の許可を取り消されたときまたはその許可が効力を失ったとき。 

f 乙が仮差押・仮処分・強制執行等の申立てを受けたこと、資金不足による手形・小切

手の不渡りを出すこと、破産・民事再生・会社更生・特別清算の申立てがあったことな

どにより工事が遅延するおそれがあると認められるとき。 

g 乙が第３４条（１）または（４）の各号の一に規定する理由がないのに本契約の解除

を申し出たとき。 

h 乙が第７条（１）の規定に違反して、請負代金債権を譲渡したときおよび同条（２）

の規定に違反して、請負代金債権に質権を設定したとき。 

i 乙が本契約の目的物の完成の債務の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。 

j 乙の債務の一部の履行が不能である場合または乙がその債務の一部の履行を拒絶する

意思を明確に表示した場合において、残存する部分のみでは本契約をした目的を達する

ことができないとき。 

k 本契約の目的物の性質や当事者の意思表示により、特定の日時または一定の期間内に

履行しなければ本契約をした目的を達することができない場合において、乙が履行をし

ないでその時期を経過したとき。 

l 本項ａないしkのほか、乙が本契約に違反し、その違反によって契約の目的を達するこ

とができないと認められるとき。 

（３）甲は、書面をもって乙に通知して、本条（１）または（２）で中止された工事を再開させ

ることができる。 

（４）本条（１）により中止された工事が再開された場合、乙は、甲に対してその理由を明示し

て必要と認められる工期の延長を申し入れることができる。なお、工期の延長日数は、甲お

よび乙が協議のうえ決定する。 

 

第３３条  反社会的勢力の排除 

（１）甲および乙は、各相手方に対し、次の各号の事項を確約する。 

   ａ 自らまたは自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役またはこれらに準ずる者

をいう。）が、暴力団、暴力団関係企業、総会屋もしくはこれらに準ずる者またはその

構成員（以下総称して「反社会的勢力」という。）ではないこと。 

   ｂ 反社会的勢力に自己の名義を利用させ、本契約の締結をするものではないこと。 

   ｃ 自らまたは第三者を利用して、次の行為をしないこと。 

    ア 各相手方に対する脅迫的な言動または暴力を用いる行為。 

    イ 偽計または威力を用いて各相手方の業務を妨害し、または信用を毀損する行為。 

（２）乙は、本条（１）に加え、甲に対し、次の事項を確約する。 

ａ 本契約に基づく業務に係る乙の下請負人または再委託先が、反社会的勢力ではないこ

と（下請負人または再委託先が数次にわたるときには、その全てを含む。以下同じ。ま

た、本契約に基づく業務に関連する乙と下請負人または再委託先との契約を以下「関連

契約」という。）。 

（３）乙は、本契約に基づく業務の実施に当たり、次の各号に掲げる行為を行ってはならない。 

ａ 本契約に基づく業務の実施場所および左記に付帯する現場事務所（以下「実施場所等」

という。）を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること。 
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   ｂ 実施場所等の周辺において、著しく粗野もしくは乱暴な言動を行い、または威勢を示す

ことにより、甲、付近の住民または通行人に不安を覚えさせること。 

   ｃ  実施場所等を反社会的勢力に占有させ、または敷地および工事用地に反復継続して反

社会的勢力を出入りさせること。 

（４）乙が本条（３）に違反した場合、甲または乙が次のいずれかに該当した場合、各相手方は、

何らの通知・催告等をすることなく、本契約を解除することができる。 

   ａ 本条（１）に反する事実が判明したとき。 

   ｂ 本契約締結後に自らまたは役員が反社会的勢力に該当したとき。 

（５）本条（２）に反する事実が判明した場合、甲は乙に対し関連契約の解除その他の必要な措

置を要求することができる。当該要求にもかかわらず、乙が正当な理由なくこれを拒否し

た場合には、甲はただちに本契約を解除することができる。 

（６）本条（４）または（５）により本契約が解除された場合、本契約を解除した者は、解除に

より生じる損害についてその相手方に対し損害賠償責任を一切負わないこと、およびそ

の相手方に対し損害の賠償を求めることができることを、甲および乙は予め異議なく承

諾する。 

 

第３４条  乙の中止権・解除権 

（協議中） 

 

第３５条  解除に伴う措置 

（１）甲または乙が工事の完成前に本契約を解除したときは、乙は工事の出来形部分と検査済の

工事材料および建築設備の機器（有償支給材料を含む。）ならびに施工図等の図面を、すみ

やかに甲に引き渡し、甲、乙および丙が協議して請負代金その他の費用を清算する。なお、

乙は、工事の出来形部分に関して、契約不適合に関する責任を負い、工事の出来形部分と検

査済の工事材料および建築設備の機器（有償支給材料を含む。）について、第三者から債権

債務上の異議申立てがなされた場合は、乙の責任と負担において解決するものとし、甲に対

し一切迷惑をかけないものとする。 

（２）甲が第３２条（２）、第３３条（４）もしくは（５）によって本契約を解除し、または、

乙が破産法第５３条、民事再生法第４９条、会社更生法第６１条もしくはこれらに準ずる法

令によって本契約を解除し、清算の結果過払があるときは、乙は、過払額について、その支

払をうけた日から法定利率による利息をつけて甲に返還する。 

（３）甲または乙が本契約を解除したときは、甲、乙および丙が協議して甲または乙に属する物

件について、期間を定めてその引取、あと片付などの処置を行う。 

（４）本条（３）の処置が遅れているとき、催告しても、正当な理由なくなお行われないときは、

相手方は、代ってこれを行い、その費用を請求することができる。 

（５）乙は、本契約の解除後、甲と第三者間における新たな工事請負契約等の締結に関し、甲に

全面的に協力する。 

 

第３６条  紛争の解決 

本契約について紛争が生じたときは、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とす

る。 

 

第３７条  製造物責任 

本契約の目的物に関して、製造物責任に関する紛争が生じた場合、乙の責任と負担において解

決するものとする。 
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第３８条  解体工事に要する費用等 

工事が『建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）』第９

条第１項に規定する対象建設工事に該当する場合、同法第１３条第１項の主務省令で定める事

項については、添付の別紙のとおりとし、当該別紙に記載の解体工事に要する費用および再資源

化等に要する費用は、本契約に定める請負代金に含まれる。 

 

第３９条  発注者の検査 

(１) 乙は、甲の組合員および参加組合員が取得する住戸の購入者の検査により指摘された修補 

等の要求については、甲の指定する期間内に修補・改造して甲の検査を受ける。 

(２)本条(１)の処置が遅れているとき、または勧告しても正当な理由なくなお行われないとき 

は、甲は、乙に代わってこれを行い、その費用を乙に請求することができる。 

 

第４０条  アフターサービス 

（協議中） 

 

第４１条  契約不適合責任に関する請求権及びアフターサービスに基づく修補請求権の承継 

(１)乙は、甲が都市再開発法第４５条第１項三号により解散したときは、甲が同法第７２条に

より 定める権利変換計画又は甲が有する本契約の目的物の一部の所有権(以下「区分所有

権」という。) に関する譲渡契約等に基づいて、本契約の目的物の区分所有権(共有であ

るときはその共有持分) を取得した者(以下「原始取得者等」という。)に対して、第２８

条第 1項の本件契約不適合請求権および第４０条第 1 項の本件アフターサービス規準に基

づく修補請求権(以下あわせて「本件 修補請求権等」という。)を甲から原始取得者等に

承継することを予め承諾する。ただし、乙が甲 に対して抗弁可能な事項については、原

始取得者等に対しても抗弁できるものとする。 

(２)乙は、建物の区分所有等に関する法律第３条の規定により原始取得者等が構成する区分所

有者 の団体(以下「管理組合」という。)が、原始取得者等に代わり、本契約の目的物の

共用部に関し て本件修補請求権等を行使できることを予め承諾する。 

第４２条  連帯責任 

（１）請負者は、本契約の履行に関し、連帯して責任を負う。 

（２）請負者のうちいずれかが、工事途中において、破産・民事再生・会社更生・特別清算の申

立てをし、または申立てを受けた場合は、他の請負者が共同して工事を予定期日までに完成

する責任を負う。 

（３）甲による請負者のいずれかに対する履行の請求は、その他の請負者に対してもその効力を

生ずるものとする。 

 

第４３条  守秘義務および個人情報保護 

（１）乙および丙は、本契約の内容および本契約に関連して得られた情報（甲の顧客および近隣

住民等に関するものを含むがこれに限られない。以下同じ。）を厳重に管理するものとし、

当該情報を第三者に漏洩し、または本契約に基づく業務の遂行以外の目的で使用してはな

らない。 

（２）乙および丙は、本契約の内容および本契約に関連して得られた情報のうち個人情報に該当

するものについて、別紙「個人情報の取り扱いに関する条項」記載の各条項を遵守するもの

とする。なお、同条項における委託者を甲、受託者を乙および丙とそれぞれ読み替えるもの

とする。 

（３）乙および丙は、各々の従業員等および本契約に基づく業務を第三者に請負わせまたは委任
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する場合は当該第三者に対して、本条（１）および（２）と同様の義務を負わせるものとす

る。 

（４）乙または丙が本条（１）ないし（３）に違反し、よって甲または第三者に損害を与えた場

合には、その損害を賠償しなければならない。 

（５）本条の義務は、本契約終了後も有効に存続するものとする。 

 

第４４条  住宅に関する事項 

(１)住宅に関する工事監理、施工内容等については下記の通りとすることを乙は承諾するもの

とする。 

ａ 甲が有する区分所有権について甲と譲渡契約を締結し、住宅を取得する東京建物株式会 

社、旭化成不動産レジデンス株式会社および一般財団法人首都圏不燃建築公社(以下総称 

して「住宅保留床取得者」という。)は乙に対して、住宅に係る工事の指導、確認及び住 

宅保留床取得者 の指定する設計・施工基準等による品質の管理を行うものとする。 

ｂ 乙は引渡し日までに、住宅保留床取得者による検査・内覧会の指摘事項等の是正工事を

完了 させるものとする。 

ｃ 乙は前項の是正工事を住宅保留床取得者が確認したときは、住宅保留床取得者の必要と

する 引渡し書類を提出するものとする。 

ｄ 乙は住宅保留床取得者が行う販売活動に協力するものとする。 

(２)前項の規定と設計図書に齟齬がある場合は、前項の規定を優先する。 

第４５条  規定外事項 

本契約に定めのない事項または本契約について疑義が生じたときは、甲・乙・丙は、信義誠実

の原則に従って協議し決定する。 

 

第４６条  サステナブル調達基準の遵守 

乙は、甲が定める別紙「サステナブル調達基準」に則り、本契約を履行するとともに、その事

業活動において同調達基準を遵守するよう努める。 

 

以 上 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

※第３８条関係別紙 

 

 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１３条および省令第７条に基づく書面 

  （建築工事に係わる解体工事または新築工事の場合） 

１．分別解体等の方法   

 □ 解体工事   

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

お

よ

び

解

体

方

法 

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①建築設備・内装材等 建築設備・内装材等の取り外し □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

   併用の場合の理由（     ） 

②屋根ふき材 屋根ふき材の取り外し □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

   併用の場合の理由（     ） 

③外装材・上部構造部分 外装材・上部構造部分の取り壊し □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

④基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの取り壊し □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

⑤その他（      ） その他の取り壊し □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

   

 □ 新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）   

工

程

ご

と

の

作

業

内

容

お

よ

び

解

体

方

法 

工 程 作 業 内 容 分別解体等の方法 

①造成等 造成等の工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

②基礎・基礎ぐい 基礎・基礎ぐいの工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

③上部構造部分・外装 上部構造部分・外装の工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

④屋根 屋根の工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

⑤建築設備・内装等 建築設備・内装等の工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

⑥その他（       ） その他の工事 □有   □無 □ 手作業 □ 手作業・機械作業の併用 

        

２．解体工事に要する費用（見積合計金額）               円（消費税および地方消費税込） 

 （解体工事を含まない工事については「なし」または「０円」と記入する） 

    

３．再資源化等をするための施設の名称および所在地（書ききれない場合は別紙に記載する） 

特定建設資材 施設の名称 
所在地 

廃棄物の種類 （該当なしの場合は「なし」と記入） 

コンクリート     

コンクリートおよび鉄から成る建設資

材 
    

木材     

アスファルト・コンクリート     

    

４．再資源化等に要する費用（見積合計金額）             円（消費税および地方消費税込） 

 （再資源化等を含まない工事については「なし」または「０円」と記入する） 

    

 （注）上記３および４は「特定建設資材廃棄物」のみとする。  

 

15



 

※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

※第４３条関係別紙 

 

個人情報の取扱いに関する条項 

 

（定 義） 
第１条 各用語の定義は以下のとおりとする。 
 （１）「個人情報」とは、生存する個人に関する情報であって、次のいずれかに該当するものを

いう。 

一 個人識別符号（旅券番号、運転免許証番号等であり個人情報保護法およびその他関連法令

等（施行令・施行規則・個人情報保護委員会ガイドラインその他委託者および受託者の監

督官庁が定めるガイドライン等、以下総称して「個人情報保護法等」という。）にて定め

られる。）を含むもの。 
二 個人識別符号が含まれないものであっても、当該情報に含まれる氏名、生年月日、連絡先

（住所・電話番号・メールアドレス等）、顔や全身の映像その他の記述等により特定の個

人を識別することができるもの（会員番号、社員番号、不動産情報など、他の情報と容易

に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができることとなるものを

含む。）。 

（２）「個人情報データベース等」とは、個人情報を含む情報の集合物であって、コンピュータ

により容易に検索できるよう体系的に構成したもの、または、紙面等情報であって個人情

報を五十音順、年月日順、勤務部署順などの一定の方式によって整理し容易に検索可能な

ものをいう。 

 （３）「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。 

（個人情報の取扱い） 

第２条 受託者は、本契約の履行に伴い個人情報を取り扱う場合、個人情報保護法等の内容を遵守

しなければならない。 

 ２．受託者は、本契約の履行に伴い個人情報を取り扱う従業者を必要最小限に明確に特定しなけ

ればならず、委託者の事前の書面による承諾がない限り、受託業務にかかる個人データを受託

者の事務所内の管理区域または取扱区域の外へ持ち出してはならない。管理区域とは、個人情

報データベース等を取り扱うサーバー等の重要な情報システムを管理する区域をいい、取扱

区域とは、その他の個人データを取り扱う事務を実施する区域をいう。 

 ３．受託者は、本契約の履行に伴い取得した個人情報を本契約の履行の範囲を超えて加工・利用、

複写・複製してはならない。 

 ４．受託者は、事前に書面により委託者の承諾を得たうえで個人情報保護法等上の要件を満たし

た場合を除き、本契約の履行に伴い取得した個人情報を第三者に開示・提供してはならない。 
（個人情報の返還・廃棄） 

第３条 受託者は、委託者から要求があったとき、または本契約が終了したときは、本契約の履行

に伴い取得した個人情報（複製物等を含む。）を委託者に対し直ちに返却しなければならない。 

２．受託者は、委託者から指示がある場合、自己の責任と負担において、本契約の履行に伴い取

得した個人情報（複製物等を含む。）をその内容が漏洩することがない状態にして廃棄するも

のとする。受託者は、事前に書面により委託者の承諾を得た場合に限り、当該廃棄を第三者に

委託することができるものとするが、この場合、当該第三者が行なう廃棄の内容および手順等

を委託者に対して書面により明示するとともに、その実施状況を定期的に確認し、必要に応じ

て委託者に書面により報告するものとする。 
（個人情報の取扱いの再委託） 
第４条 受託者は、事前に書面により委託者の承諾を得た場合を除き、本契約の履行に伴う個人情

報の取扱いの全部または一部を第三者に再委託してはならない。 

（個人データの安全管理措置） 

第５条 受託者は、本契約の履行に伴い個人データを取り扱う場合、委託者が講ずる安全管理措置

と同等水準の安全管理を行うものとし、漏洩、滅失または毀損の防止その他の個人データの安
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

全管理として、次の各号に定める措置を個人情報保護法等に従い講じなければならない。その

際、個人データの漏洩、滅失または毀損等が発生した場合に当該データに含まれる情報により

特定される個人が被る権利権益の侵害の大きさを考慮し、事業の性質および個人データの取扱

い状況等に起因するリスクに応じ、必要かつ適切な措置を講じるものとする。 

（１）組織的安全管理措置 

組織的安全管理措置とは、安全管理について従業者の責任と権限を明確に定め、安全管理

に関する規程や手順書等を整備運用し、その実施状況を確認することをいう。 

（２）人的安全管理措置 

人的安全管理措置とは、従業者に対する、個人データの非開示契約の締結や教育・訓練等

を行なうことをいう。 

（３）物理的安全管理措置 

物理的安全管理措置とは、個人データを取り扱う場所の入退館（室）管理、個人データお

よびそれを取り扱う機器・装置等の盗難・破壊・破損等の防止等を行なうことをいう。 

（４）技術的安全管理措置 

技術的安全管理措置とは、個人データおよびそれを取り扱う情報システムへのアクセス制

御、不正ソフトウエア対策、情報システムの監視等を行なうことをいう。 

２．受託者は、自らが講ずる安全管理措置が、委託者が講ずべき安全管理措置と同等であること

を表明するため、本契約締結と同時に、別紙「回答書（個人情報の取扱いに関する安全管理措

置チェックリスト）」（以下「回答書」という。）その他委託者が指定する書式（以下「回答書

等」という。）により安全管理措置の状況について委託者へ報告する。 

 ３．受託者は、本契約締結後も、次の各号に従い、または委託者から要請があったときは、速や

かに、第１項の定めを遵守していることを自ら確認し、その状況を、回答書等により委託者に

報告しなければならない。 

  ＜工事発注時（住宅の場合）＞ 

   （１）工事着工から購入者の検査前  最低 6 ヶ月に 1 回 

   （２）購入者の検査から引渡     最低 2 ヶ月に 1 回 

   （３）定期補修実施時        最低各 1回 

  ＜工事発注時(住宅以外の場合)、工事発注時（補修）＞ 

   （１）工期が 6 ヶ月以上の場合 

      工事着工から引渡       最低 6 ヶ月に 1 回 

   （２）（１）以外の場合 

      工事着工から引渡       引渡時に１回 

４．委託者の要請がある場合、受託者は、自らの費用負担で委託者が指定し、または認める外部

機関によるセキュリティ検査を受け、委託者の要求する基準を満たさなければならない。 

 ５．委託者は、受託者において第 1 項の定めが遵守されていることを確認するために、受託者の

事務室等に立入り、必要な書類の閲覧・複写、受託者の役員・従業員への事情聴取その他必要

な調査を行うことができ、受託者の個人情報の安全管理体制の改善が必要であると判断した場

合、受託者に対し、その改善を要請することができる。 

（漏洩時等の対応） 

第６条 受託者は、受託者において本契約の履行に伴い取得した個人情報の漏洩、滅失または毀損

等が発生した場合（以下「個人情報の漏洩等」という。）、そのおそれが生じた場合、または、

第三者（委託者の役職員を含む。以下同様とする。）から損害賠償等の請求や苦情を受けた場合

は、速やかに事実関係を調査のうえ委託者に報告し、委託者の指示に従って、自己の責任と負

担において、対応策を実施しなければならない。 
２．受託者は、次の各号のいずれかに該当した場合、委託者の要請に従い、情報提供、資料提出

その他の調査・解決等に必要な協力をし、委託者と共に行政機関に必要な報告を行わなければ

ならない。 

①委託者が個人情報の漏えい等に関し第三者から損害賠償等の請求を受けた場合 

②委託者が個人情報保護委員会もしくは監督当局に対し個人情報の漏えい等またはそのおそ

れがある旨を報告しなければならない場合 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

③委託者が監督当局に対し義務の履行等（監督当局による検査、報告命令、記録の提出要求に

対する対応その他監督当局に対する義務の履行等）を報告しなければならない場合 

３．本条の対応が受託者の責めに帰すべき事由に基づくものである場合は、受託者はその調査、

報告および解決に要した委託者の費用の一切を負担する。 

（損害賠償） 

第７条 受託者は、本個人情報の取り扱いに関する条項に定める義務に違反した場合（第５条第２

項または第３項の報告、前条第１項または第２項の報告もしくは調査結果が事実に反した場合

を含む）、または、受託者において本契約の履行に伴い取得した個人情報の漏洩、滅失または毀

損等が発生し、委託者に損害（第三者による請求、訴訟の結果によるものならびに漏洩等の有

無および損害の範囲の確定にかかる調査費用、風評被害により被った損害を含む。）を与えた

場合は、その損害を賠償しなければならない。但し、委託者の損害が受託者の責に帰するもの

でないことを受託者が立証した場合は、この限りではない。 
 ２．前条および本条の定めは本契約終了後も有効とする。 

以下余白 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

◆ 別紙  
 
 
 

回 答 書 
［個人情報の取扱いに関する安全管理措置チェックリスト］ 

 
弊社は、貴社より平成●年●月●日付工事発注書（および平成●年●月●日付同請書）に基づき受

託している貴社保有の個人情報取扱いを含む購入者に係る検査およびアフターサービス業務につ

き、個人データの安全管理のため弊社において講じている「個人情報取扱いに関する安全管理措置」

は、個人情報保護法およびその他関連法令等に基づき必要かつ適切なものであることを確認し、以

下の通り回答いたします。 
 
年  月  日 

(回答者) 
 
 
 
 
 
１．基本方針の策定 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

① 個人情報の適正な取扱いの確保について組織として取り組むた

めに、基本方針を定めているか 
 

 

② 基本方針を公表しているか   

 

２．個人データの取扱いにかかる規律に従った運用 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

① 個人情報の具体的な取扱いを定める取扱規程等を策定している

か 
 

 

② 取扱規程等には、下記項番 3～6 の安全管理措置が織り込まれて

いるか 
 

 

 

３．組織的安全管理措置の概要 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（１）安全管理措置を講ずるための組織体制として次の内容が整備されているか 

① 個人データの取扱いに関する責任者の設置および責任の明確化   

② 個人データを取り扱う従業者およびその役割の明確化   

③ ②の従業者が取り扱う個人データの範囲の明確化   

④ 個人データの取扱いにかかる規律（法・社内規程等）への違反な

らびに漏洩等事案が発生している事実または兆候を把握した場

合の責任者への報告連絡体制 

  

⑤ 個人データを複数部署で取り扱う場合の各部署の役割分担およ

び責任の明確化 
  

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（２）個人データの取扱いにかかる規律に従った運用確認のため、次の事項が記録されているか 

① 個人情報データベース等の利用・出力状況   

② 個人データが記録等された書類・媒体等の持ち運びの状況   

  

 

㊞ 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

③ 個人情報データベース等の廃棄の状況（委託した場合の廃棄証明

記録を含む） 
  

④ 個人情報データベース等を情報システムにて取り扱う場合、担当

者の情報システムの利用状況（ログイン実績等） 
  

（３）個人データの取扱状況確認手段として、次の事項が明確化されているか 

① 「個人情報データベース等の種類、名称」、「個人データの項目」、

「責任者・取扱部署」、「利用目的」、「アクセス権者」 
 

 

（４）情報漏洩等の事案発生時に次の事項を実施する体制が整備されているか 

① 事実関係の調査および原因の究明   

② 影響を受ける可能性のある本人への連絡   

③ 個人情報保護委員会への報告   

④ 再発防止策の検討および決定   

⑤ 事実関係および再発防止策の公表   

（５）取扱状況の把握および安全管理措置の評価、見直しおよび改善が行われているか 

① 個人データの取扱状況について、定期的に自ら点検を行うほか、

監査部門等あるいは外部主体による監査の実施 
 

 

 

４．人的安全管理措置の概要 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

① 個人データの取扱いに関する留意事項についての従業者への定

期的な研修等の実施 
  

② 個人データについての秘密保持に関する事項の就業規則等への

記載 
  

 

５．物理的安全管理措置の概要 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（１）個人データを取り扱う区域の管理がなされているか 

① 管理区域（個人情報ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ等を取り扱うｻｰﾊﾞｰ等の重要な情報ｼ

ｽﾃﾑを管理する区域）における入退室管理および持ち込む機器等

の制限 

  

② 取扱区域（その他の個人ﾃﾞｰﾀを取り扱う事務を実施する区域）に

おける壁または間仕切り等の設置、座席配置の工夫、覗き込みを

防止する措置の実施等による非権限者の閲覧等防止 

  

（２）機器、電子媒体および書類等の盗難等防止が図られているか 

① 個人データを取り扱う機器、個人データが記録された電子媒体・

書類等の施錠可能キャビネット等への保管 
  

② 個人データを取り扱う情報システムが機器のみで運用されてい

る場合は、当該機器をセキュリティワイヤー等により固定 
  

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（３）機器、電子媒体および書類等を持ち出す場合の漏洩等の防止 

① 持ち運ぶ個人データの暗号化、パスワードによる保護等を行った

うえでの電子媒体への保存 
  

② 封緘、目隠シールの貼付、施錠可能な搬送容器の利用   

（４）機器、電子媒体および書類等の廃棄 

① 個人データが記載された書類等を廃棄する際の、焼却・溶解・シ

ュレッダー処理等の復元不可能な手段の採用 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

② 個人データの削除による廃棄、または個人データが記録された機

器・電子媒体等を廃棄する際の、専用のデータ削除ソフトウェア

等の利用または物理的破壊等の手段の採用 

  

③ 個人データを削除により廃棄した場合、または個人データが記録

された機器・電子媒体等を廃棄した場合は、当該廃棄記録を保存

する体制の整備 

  

④ 廃棄作業を委託する場合に、委託先が確実に廃棄したことについ

して証明書等により確認する体制の整備 
 

 

 

６．技術的安全管理措置の概要 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（１）アクセス制御が行われているか 

① 個人情報データベース等を取り扱うことのできる情報システム

の限定 
 

 

② 情報システムによってアクセスできる個人情報データベース等

の限定 
 

 

③ ユーザーIDに付与するアクセス権による、個人情報データベース

等を取り扱う情報システムを使用できる従業員の限定 
 

 

（２）情報システムを使用する者が正当なアクセス権者であることを識別した結果に基づき認証しているか 

① ユーザーID、パスワード、磁気・ICカード等により、担当者を識

別して認証しているか 
 

 

（３）情報ｼｽﾃﾑを外部からの不正なｱｸｾｽおよびｿﾌﾄｳｪｱから保護する仕組みを導入し、適切に運用しているか 

① 情報システムと外部ネットワークとの接続箇所にファイアウォ

ール等を設置し、不正アクセスを遮断しているか 
 

 

② 情報システムおよび機器にセキュリティ対策ソフトウェア等（ｳｲ

ﾙｽ対策ｿﾌﾄｳｴｱ等）を導入しているか 
 

 

③ 機器やソフトウェア等に標準装備されている自動更新機能等の

活用により、ソフトウェア等を常に最新状態としているか 
 

 

④ ログ等の定期的な分析により不正アクセス等を検知しているか   

（４）標的型メール攻撃等による情報漏洩等の被害防止措置を講じているか 

① 不正アクセス等の被害に遭った場合の、被害を最小化する仕組み

（ﾈｯﾄﾜｰｸの遮断等）を導入・運用しているか 
 

 

② 個人情報データベース等を端末に保存する必要がある場合に、パ

スワードの設定または暗号化による秘匿措置を講じているか 
 

 

③ 情報漏洩等の事案の発生または兆候を把握した場合の迅速な情

報連絡体制について確認・訓練を実施しているか 
 

 

 

 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（５）情報システムの使用に伴う漏洩等の防止措置を講じているか 

① 情報システムの設計時に安全性を確保し、継続的に見直している

か（情報ｼｽﾃﾑの脆弱性を突いた攻撃への対策を含む） 
  

② 個人データを含む通信の経路または内容を暗号化しているか   

③ 移送する個人データについての、パスワード等による保護   

 

７．その他 

確認項目 ○ × 備考（措置内容の詳細等） 

（１）外部委託先の管理を適切に実施しているか 

① 外部委託先の適切な選定手続の実施   
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

② 外部委託先の適正管理のための安全管理措置に関する委託契約

等の締結 
  

③ 外部委託先における個人情報の取扱状況の把握   

④ 外部委託先の選定・管理の記録   

 
 以 上
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

※第４６条関係別紙 

「サステナブル調達基準」 

 

１．法令等の遵守 

・事業活動を行う国や地域における関係法令等（各国現地法及び国際法を含む。）を遵守する。 

  
２．人権の尊重 

・人権に係る国際的な基準を遵守・尊重し、基本的人権を尊重した事業活動を行う。 

・人種、国籍、信条、性別、性的指向、年齢、社会的地位または出身等によるいかなる差別やハラ

スメントも行わない。 

 

３．健全な労働慣行・労働環境の確保 

・組合結成の自由及び団体交渉の権利を確保する。 

・強制労働及び児童労働を排除し、防止する。 

・人種、国籍、信条、性別、性的指向、年齢、社会的地位または出身等による労働条件の差別を行

わない。 

・最低賃金・残業代・福利厚生などに適用される法規制を遵守する。 

・違法な長時間労働および過重労働をさせない。 

・従業員にとって身体的・精神的に安全で健全な労働環境の整備に努める。 

 

４．公正な事業活動 

・贈収賄等の腐敗行為を行わない。 

・独占禁止法や下請法を遵守し、不公正・反競争的な取引を行わない。 

・反社会的勢力に対して断固とした姿勢で臨み、不当な要求等には決して応じない。 

・第三者の知的財産権（特許権、著作権、意匠権等）及び営業秘密を侵害しない。 

・個人情報に係る法律を遵守し、適切に取り扱い、業務上知り得た機密事項が外部に漏洩しないよ

う適切に管理する。 

・通報に係る情報の機密性、通報者の匿名性を保護し、通報者に対する報復を排除する。 

 

５．安全性及び品質の確保・向上 

・お客様へ提供する商品・サービスについて、適切な品質管理、品質保証体制を構築し、品質の確

保と向上に努め、虚偽のない正しい情報を公開する。 

・お客様の立場を第一に考え、提供する商品・サービスに対する要望や苦情に対して、誠実に対応

する。 

 

６．環境への配慮 

・省エネルギーを推進するとともに、温室効果ガスの排出削減に努める。 

・3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進し、水、原材料等の天然資源の有効活用を図り、

廃棄物の発生抑制や再使用、再生利用に努める。 

・大気・水質・土壌等の汚染を防止し、化学物質（製品に含有するものを含む）を適切に管理し、

処理する。 

・生物多様性の保全や生態系への負荷の低減に取り組む。 

・原材料調達において、違法な手段を通じて採取・生産されたものの排除に努める。 

 

７．地域社会との共存 

・地域社会との良好な関係の構築と維持・向上に努める。 
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※特定業務代行者との協議により内容が変更される場合があります。 

 

 

・地域社会の文化や慣習を十分に理解・尊重し地域社会との共存共栄をはかる。 

 

８．BCPの策定・構築 

・災害や不測の事態に備え、BCP（事業継続計画）を策定し、その実行体制の構築に努める。 

 

９．サプライチェーンにおける協働 

・本調達基準を遵守した事業活動が推進されるよう、自らのサプライヤーに対しても、本調達基準

の趣旨の理解や遵守、必要に応じた改善について働きかけを行う。 

以上 
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